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熊本県熊本地方の地震が発生してから 1 か月が経過しました。一連の地震により、

今なお約1万人が避難生活を送っており、車中泊を余儀なくされている方々も多く、厳

しい状況が続いています。 

全社協では、「平成 28年熊本地震福祉対策本部」を 4月 18日に設置し、全社協構

成組織及び関係機関と連携して、被害状況やニーズを把握するとともに、被災地への

支援活動についての情報提供を行ってまいります。 

現時点における主な対応状況は以下のとおりです。 

 

 

 

➤生活福祉資金（緊急小口資金）の特例貸付が 6千件を数える 

熊本県内では、被災した住民の当面の生活費として生活福祉資金の一種である緊

急小口資金の貸付を実施している。本資金は、本来は低所得世帯向けの貸付ではあ

るが、今回のように規模の大きな災害時においては、特例として対象を低所得世帯に

限定せず、被災地世帯全体に対象を拡大し対応している。 

5 月 9 日（一部の市町では 6 日から）開始された特例貸付においては、特設の受付

会場を設けた市町村等に対し、全国各地の社協から 1 日あたり 40 名を越える応援職

員が現地入りし（5月 20日までに延べ 494人）、受付業務に協力している。 

熊本県社協によれば、5月20日現在の緊急小口資金の申し込み受付件数は 6,399
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件（8.6億円）を数えるところとなっている。 

 

 

 

 

 

○ 各種別協議会において、発災直後から支援物資の調達・輸送、応援職員の派遣

等の支援活動を実施している。 

 

○ 介護職員等の応援にかかるマッチングを進めるため、4 月 24 日から全社協・法人

振興部職員を熊本県社協に派遣、29 日には全国経営協・熊本県経営協、全社

協・熊本県社協が協働して県社協内に現地調整本部を設置した。現在、各種別

協議会や関係団体と連携し、被災施設等へのニーズの聞き取りと応援職員の派

遣調整に取り組んでいる。 

 

○ 社会福祉施設協議会連絡会において、被災施設の財政支援のための義援金の

募集を開始。全国社会就労センター協議会、全国保育士会、全国児童養護施設

協議会、保育三団体等においても、被災施設等の支援に向けて義援金募集を実

施している。  

 

○ 各種別協議会等において、各県・市組織に対して活動費助成等を実施している。 

 

 

 

 

 

○ 全国民生委員児童委員連合会において、被災地での民生委員・児童委員の活動

状況や民生委員の被災状況等について、現在、情報収集にあたっている。 

 

○ 被災地民児協活動の支援のため、「災害救援活動支援金」制度に基づき熊本県、

熊本市の各民児協に対して災害救援活動費用の助成を行った。 

 

➤被災地の民生委員活動支援のため、全民児連が全国支援募金を開始 

全国民生委員児童委員連合会（全民児連）では、被災地の民生委員・児童委員

（以下、「民生委員」と略）活動を支援するため、全国の民児協関係者に呼びかけ、7
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月末までを募集期間とする「熊本地震支援募金」を開始した。 

   今回の地震では、熊本県内において、民生委員1名が自宅で死亡、また1名が町

内の訪問活動後に体調を崩し死亡したほか、負傷者や住宅の全半壊被害を受けた

委員も多数を数えている。 

   被災地においては、発災直後、民生委員は地域の高齢者等の安否確認、避難所

運営や炊き出しへの協力等を行ってきたが、現在では災害ボランティア活動と住民

ニーズのマッチング（つなぎ役としての）協力、在宅で避難生活を続ける高齢者の日

常生活支援への協力等を中心に、住民に寄り添った活動を続けている。 

   今後、被災地においては長期にわたって住民支援活動が必要となることが見込ま

れることから、全民児連では、東日本大震災と同様、自らも被災地者でありながら活

動を続ける被災地の民生委員活動を支援するため、今回の支援募金をもとに遠方

に避難した住民の訪問活動に要する交通費、また避難生活のなかでの住民の孤立

防止の活動等の地元民児協活動を支援していくこととしている。 

 

 

 

 

 

全社協政策委員会は、5 月 20 日、厚生労働省において厚生労働大臣宛に「平成

28年熊本地震の被災地支援・復興に関する要望書」を提出した。 

熊本等の被災地の支援・復興に向け継続的な取組を行っていくため、福祉関係の

各要望事項について被災地支援・復興対策として全額を国庫負担とし確保すること、

あわせて長期にわたる財源確保を図るよう要望を行った。 

 

平成 28年熊本地震の被災地支援・復興に関する要望(項目のみ) 

1.要援護者への適切な福祉サービスの提供 

2.福祉施設および福祉サービスの事業継続・再開のための支援 

3.被災者の生活支援の強化 

(1)県・市町村の災害ボランティアセンター活動への支援 

(2)仮設住宅等における生活支援 

(3)生活困窮者自立支援制度による生活困窮者の支援 

(4)生活福祉資金の特例貸付等のための事務費の確保 

(5)民生委員・児童委員活動への支援 

4.国庫補助による財源確保 

 

■全社協・政策委員会 

 



 

4  

熊本県社協（県災害ボ

ランティアセンター） 

吉本事務局次長(右) 

 

 

 

熊本市災害ボランティ

アセンター本部 

中川センター長(左) 

 

 

 

 

 

 

 
➤全社協 髙井全社協副会長が熊本県、大分県を訪問 
 

5 月 16・17 日、全社協髙井康行副会長が熊本県、大分県の社会福祉協議会ほか

関係各所を訪問し、現地関係者から現在の状況や課題、本会への要望等について聞

き取りや意見交換を行った。 

16 日は、はじめに、益城町内の状況を視察したのち、井関熊本製造所グラウンドに

設置されている災害ボランティアセンターを訪問し、益城町社協の緒方事務局次長よ

りセンターの活動状況等について説明を受けた。 

その後、熊本県社協において、良永会長、松葉常務理事、

角田事務局長、吉本事務局次長と面会し、熊本県災害ボラン

ティアセンターの活動や、5 月 6 日より開始している生活福祉

資金（緊急小口資金）特例貸付の実施、社会福祉施設等の

応援職員派遣にかかわる現地マッチング業務の状況等につ

いて説明を受け、また、課題等について意見交換を行った。 

そして、生活福祉資金（緊急小口資金）特例貸付の受付会

場となっている熊本市図書館を視察した後、熊本市中心部の

花畑広場（仮称）に設置されている熊本市災害ボランティアセ

ンターを尋ね、中川センター長（市社協事務局長）と面会して

意見交換を行った。 

最後に、社会福祉法人リデルライトホーム本部を訪問し、

養護老人ホームライトホーム、特別養護老人ホーム黒髪・龍

田の中山施設長と木村法人事務部長より福祉避難所設置の

経緯や運営上の課題等について話を伺い、実際に地域交流

スペースを活用して実施している福祉避難所の様子を視察し

た。 

17 日は大分県社協を訪ねて髙橋会長、伊東事務局長、池

永ボランティア市民活動センター長に面会し、今般の地震に

関する大分県内の状況とともに、現在、南阿蘇村を中心に行

っている熊本県の被災地支援の状況等の説明を受けて意見

交換を行った。 
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➤全社協大規模災害支援活動基金 

○ 全社協・大規模災害支援活動基金により熊本県社協ならびに熊本市社協に対し

て各 1,000万円の助成を行った。 

➤ボランティア関係 

○ 4 月 15 日に、全社協職員を熊本県社協に派遣し、災害ボランティアセンター設置、

運営の支援に向けた対応について協議・調整を進め、4 月 22 日から九州ブロック

（幹事県：長崎県社協）の各県・市町社協から応援職員派遣が実施され、同 28 日

以降は九州ブロックに加え、中国・四国・近畿の各ブロックの各府県・市町社協職

員の派遣を決定。 

 

⇒4 月 17 日以降、県内の各市町村において災害ボランティアセンターが開設され、

最大 17市町村で開設。 

⇒社協職員の応援派遣については、4月 28日～5月 19日までに約 1,500人日の

派遣を調整（1日あたり約 70人）。 

⇒5 月 13 日時点で、熊本県内の災害ボランティアセンターで把握したボランティア

参加人数は、延べ約 4万 5,926人。 

 

○ 災害ボランティアセンターの設置に向けた対応 

・一般市民や学生等によるボランティア活動については、県・市町村社協において、

順次、災害ボランティアセンターが開設されている。 

4月 19日（火）開設：【熊本県】宇土市、宇城市、菊池市 

4月 20日（水）開設：【熊本県】南阿蘇村【大分県】由布市 

4月 21日（木）開設：【熊本県】益城町、山都町 

4月 22日（金）開設：【熊本県】熊本市、美里町、大津町、合志市、菊陽町 

4月 24日（日）開設：【熊本県】西原村 

4月 25日（月）開設：【熊本県】甲佐町 

4月 26日（火）開設：【熊本県】嘉島町、阿蘇市 

4月 29日（金）開設：【熊本県】御船町 

内閣府のホームページより、抜粋 http://www.bousai.go.jp/ 
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下記のサイトも活用ください。 

◆「被災地支援・災害ボランティア情報」 

http://www.saigaivc.com/ 

◆「熊本地震特設サイト」 

http://shienp.net/ 

◆熊本県社会福祉協議会ホームページ 

http://www.fukushi-kumamoto.or.jp/ 

◆熊本県ボランティアセンターtwitter 

https://twitter.com/kumavc 

◆熊本県災害ボランティアセンターFacebook 

https://www.facebook.com/kumashakyo/ 

http://www.saigaivc.com/
http://shienp.net/
http://www.fukushi-kumamoto.or.jp/
https://twitter.com/kumavc
https://www.facebook.com/kumashakyo/

